
豊中市住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録等及び 

居住安定援助計画の認定等に関する要綱 

 

第１章  総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19

年法律第 112 号。以下「法」という。）により、市長が行う法第８条に規定する住宅確保要配慮者

円滑入居賃貸住宅の登録等及び法第 40 条に規定する居住安定援助計画の認定等の実施に

関して法、法施行規則（平成 29 年国土交通省令第 63 号。以下「規則」という。）及び平成 29 年

厚生労働省・国土交通省令第１号（以下「共管規則」という。）に定めるもののほか、その運用に

必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（手数料） 

第２条 本要綱に係る申請等の手数料は無料とする。 

 

第２章  住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業 

 

第１節 登録 

 

（登録の申請） 

第３条 法第９条第１項の規定により住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業に係る賃貸住宅

の登録を申請しようとする者（以下「登録申請者」という。）は、規則第６条に定める住宅確保要配

慮者円滑入居賃貸住宅事業登録申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、法第９条第２項の規定に基づく誓約書（様式第１－１号）及び規則第９条に

定める添付書類を添付しなければならない。 

 

（登録の通知） 

第４条 法第 10 条第３項の規定による通知は、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業登録

結果通知（様式第１－２号）により行う。 

  

（登録の基準に適合しない旨の通知）  

第５条 法第 10 条第４項の規定による通知は、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登

録基準に適合しない旨の通知書（様式第１－３号）により行う。 

 

（登録の拒否） 



第６条 市長は、登録申請者が法第 11 条第１項各号のいずれかに該当するとき、又は住宅確保

要配慮者円滑入居賃貸住宅事業登録申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項につい

て虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、登録を拒否するものとす

る。 

２ 前項の通知は、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業登録拒否通知（様式第１－４号）に

より行う。 

 

（登録事項等の変更） 

第７条 第４条の規定による住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業登録結果通知を受けた

事業者（以下「登録事業者」という。）は、法第９条第１項各号に掲げる事項に変更があったとき、

又は第３条第２項に規定する添付書類の記載事項に変更があったときは、その日から 30日以内

に規則第 18 条第１項に規定する届出書及び規則第 18 条第２項に規定する添付書類を市長に

届け出なければならない。 

  

（廃止の届出）  

第８条 登録事業者は、登録事業を廃止したときは、法第 14 条第１項の規定により、その日から

30 日以内に住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業廃止届出書（様式第１－５号）により、市

長に届け出なければならない。 

 

（報告の徴収） 

第９条 市長は、登録事業者に対し、必要があると認めるときは、法第 22 条の規定により登録住

宅の管理の状況について報告を求めることができる。 

２ 前項の規定による報告書の徴収は、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業管理状況報告

依頼書（様式第１－６号）により登録事業者に通知する。 

３ 前項の規定による通知を受けた登録事業者は、市長が指定する日までに、住宅確保要配慮者

円滑入居賃貸住宅事業管理状況報告書（様式第１－７号）を提出するものとする。 

 

（指示） 

第10条 法第 23条の規定による指示は、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業改善指示書

（様式第１－８号）により登録事業者に通知する。 

 

（改善状況の報告） 

第11条 前条の規定により、必要な措置をとるべきことを指示された登録事業者は、速やかに措

置を講じ、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業改善状況報告書（様式第１－９号）により、

市長に報告するものとする。 

 



（登録の取消し）  

第12条 市長は、登録事業者が法第 24 条第１項のいずれかに該当する場合は、その登録を取り

消す。 

２ 市長は、登録事業者が法第 24 条第２項のいずれかに該当する場合は、その登録を取り消すこ

とができる。 

３ 前２項の規定により登録を取り消したときは、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業登録

取消通知書（様式第１－10号）により、取り消した登録事業者にその旨を通知する。 

 

第２節 指定登録機関   

 

（指定登録機関の指定） 

第13条 市長は、法第 25条第１項及び第２項の規定に基づき、指定登録機関の指定を行うことが

できる。 

２ 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録及び登録簿の閲覧の実施に関する事務の

全部又は一部を行おうとする者（以下「指定登録機関申請者」という。）は、指定登録機関指定

申請書（様式第２－１号）により、市長に申請するものとする。 

３ 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、法第 27 条各号の指定の基準に適合していると

認めるときは、指定登録機関として指定し、指定登録機関に関する指定書（様式第２－２号）によ

り、指定登録機関申請者に通知する。 

４ 市長が、前項の規定により指定登録機関の指定を行ったときは、第３条から第８条の規定にお

いて、「市長」と記載がある箇所は、「指定登録機関」と読み替えるものとする。 

 

（指定登録機関の名称変更等）  

第14条 指定登録機関は、法第 28 条第２項に示す、その名称若しくは住所又は登録事務を行う

事務所の所在地を変更しようとするときは、変更しようとする日の２週間前までに、指定登録機関

に関する変更届出書（様式第２－３号）を市長に届け出なければならない。 

 

（指定登録機関の登録事務規定の設置） 

第15条 指定登録機関は、法第 30 条の規定により、登録事務に関する規定（以下「登録事務規

定」という。）を定め、市長に指定登録機関登録事務規定認可等申請書（様式第２－４号）を提出

しなければならない。 

２ 市長は、前項の提出を受けた場合、指定登録機関事務規定に関する認可書（様式第２－５号）

により認定する。 

３ 指定登録機関が登録事務規定を変更するときは、前各項を準用する。 

 

（指定の取消等）   



第16条 市長は、法第 35条第１項の規定に基づき、指定登録機関が法第 26条各号（第４号を除

く。）のいずれかに該当する場合は、その登録を取り消す。 

 

第３章  居住安定援助賃貸住宅事業 

 

第１節 事前協議 

 

（事前協議） 

第17条 法第 40 条による居住安定援助計画の認定（以下「認定」という。）を申請しようとする者は、

認定の申請に先立ち、都市計画推進部及び福祉部と事前協議を行うものとする。 

 

（認定基準の適合審査の内容） 

第18条 事前協議において行う認定基準の適合審査の内容は、法第 41 条各号に定める基準に

より実施するものとする。 

 

（事前協議書の提出） 

第19条 事前協議を行おうとする者は、居住安定援助計画事業事前協議申込書（様式第３－１号）

に共管規則第８条に定める書類を添付の上、正本１部、副本２部を市長に提出するものとする。 

 

（事前協議結果の通知） 

第20条 前条の規定により提出された事前協議書の計画内容が、法第 41条各号に定める基準に

適合するときは、市長は居住安定援助計画事業事前協議結果通知書（様式第３－２号）により通

知する。 

２ 前条の事前協議書に基づき協議を行った結果、その計画内容が、法第 41条各号に定める基

準に適合しないと認めたときは、市長は前項の事前協議結果通知書に適合に必要な意見を附し

て通知する。 

 

第２節 認定申請 

 

（認定の申請） 

第21条 法第 40条第１項の規定により、認定を申請しようとする者は、共管規則第５条に規定する

申請書、同規則第８条に示す書類及び前条事前協議結果通知書の写しを添付して、申請を行う

ものとする。 

 

（認定の通知） 

第22条 法第 43条第 1項の規定による認定は、居住安定援助計画認定通知書（様式第４－１号）



により通知する。 

 

（認定の軽微な変更） 

第23条 法第 40条第１項の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、共管規則第 21条

第１項に規定する変更をするときは、居住安定援助計画の軽微な変更届出書（様式第４－２号）

により、市長に届け出なければならない。 

 

（認定計画の変更） 

第24条 法第 44 条第１項の規定により居住安定援助計画の変更の認定を申請しようとする認定

事業者は、共管規則第 22 条第１項に規定する申請書に同規則第８条に定める添付書類のうち

変更に係るものを添えて、市長に提出しなければならない。 

 

（変更計画の認定通知）  

第25条 法第 44 条第１項の規定による認定は、居住安定援助計画の変更認定通知書（様式第４

－３号）により通知する。 

 

（認定廃止の届出） 

第26条 認定事業者は、居住安定援助事業を廃止しようとするときは、共管規則第 23 条第１項に

規定する届出書を市長に届け出るものとする。 

 

（地位の承継） 

第27条 法第 45条の規定により地位の承継の承認を受けようとする者は、共管規則第 24条に規

定する申請書に、地位の承継の事実を証する書類及びその写しを添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

 

（地位の承継の承認の通知） 

第28条 市長が、前条による申請を受理し、承認したときは、共管規則第 25条に規定する通知書

に証明書類を添えて、当該承認を受けた者に通知するものとする。 

 

（定期報告） 

第29条 認定事業者は、前年度における居住安定援助の実施の状況及び共管規則第 30 条第１

項に掲げる事項について、同規則第 30 条第２項に規定する報告書を認定計画ごとに作成し、

毎年６月 30日までに市長に報告しなければならない。 

 

（専用賃貸住宅の目的外使用） 

第30条 認定事業者は、法第 50 条第１項の規定により専用賃貸住宅の一部について、法第 40



条第２項第７号に規定する者以外に賃貸（以下「目的外使用」という。）するために承認を受けよ

うとするときは、共管規則第 32条に規定する申請書を市長に提出しなければならない。 

 

（目的外使用の承認） 

第31条 市長が、前条による申請を受理し、承認したときは、目的外使用に係る承認通知書（様式

第４－４号）により、認定事業者に通知するものとする。 

 

第３節 監督 

 

（報告の徴収） 

第32条 市長は、認定事業者又は認定事業者から認定住宅の管理を任された者（以下「管理受

託者」という。）に対し、必要があると認めるときは、法第 54 条の規定により認定住宅の管理の状

況等について報告を求めることができる。 

２ 前項の規定による報告は、居住安定援助賃貸住宅事業管理状況報告依頼書（様式第４－５

号）により認定事業者又は管理受託者に通知する。 

３ 前項の規定による通知を受けた管理受託者は、市長が指定する日までに、居住安定援助賃

貸住宅事業管理状況報告書（様式第４－６号）を提出しなければならない。 

 

（立入検査） 

第33条 市長は、前条の報告を受け、必要があると認めるときは、認定事業者若しくは管理受託

者の事務所若しくは営業所又は認定住宅に立ち入ることができる。 

２ 市長は、前項の立入検査において、現に居住の用に供している認定住宅の居住の部分に立

ち入るときは、あらかじめ当該住宅の入居者の承諾を得るものとする。 

３ 立入検査をする職員は、その身分を示す身分証明書（様式第４－７号）を携帯し、関係者に

提示しなければならない。 

 

（結果通知） 

第34条 市長は、立入検査の結果を立入検査結果通知書（様式第４－８号）によって認定事業者

又は管理受託者に通知する。 

 

（改善命令） 

第35条 市長は、立入検査の結果、法第 55 条の規定による改善命令が必要であると認めるとき

は、居住安定援助賃貸住宅事業に関する改善命令書（様式第４－９号）により認定事業者又は

管理受託者に命ずるものとする。 

 

（改善報告） 



第36条 前条による改善命令を受けた認定事業者又は管理受託者は、是正すべき内容について

速やかに措置をとり、その結果を居住安定援助賃貸住宅事業に関する改善報告書（様式第４－

１０号）により市長へ報告するものとする。 

 

（認定の取り消し）  

第37条 法第 56 条第１項又は第２項の規定により認定の取消しの通知を行うときは、居住安定援

助計画認定取消通知書（様式第４－１１号）により認定事業者に通知する。 

 

附則 この要綱は、令和 7年（2025年）10月１日から施行する。 

この要綱は、令和 8年（2026年）2月 16日から施行する。 


